
International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 49

災害情報のマネジメント

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 50
50

兵庫県南部地震時における
住民の情報ニーズとその変化（神戸市）

地震当日に知りたい情報

余震の今後の見通し

家族や知人の安否

地震の規模や発生場所

地震の全体の被害

ライフラインの復旧見通し

自宅の安全性

火災の状況

交通機関や道路の開通状況

避難すべき安全な場所の情報

食料や生活物資の状況

一週間後に知りたい情報

余震の今後の見通し

ライフラインの復旧見通し

交通機関や道路の開通状況

食料や生活物資の状況

入浴に関する情報

水・食料の配給場所

自宅の安全性

地震の全体の被害

家族や知人の安否

開店している店の情報

ニーズの高まった情報ニーズの低くなった情報

地震の当日 地震の1週間後

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 51
51

2004年 新潟県中越地震後の
自治体によるウェブ発信情報の推移

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 52
52

災害の総合マネージメントのための
情報システムと情報マネージメント

どういう機能を持つシステムで
どんな情報をマネージメントするか
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危機管理対応情報データベースの構築目的

発災後災害発生発災前

発災前

発災前

発災前

発災前

政府/省庁

都道府県

市町村

住民

業務内容

発災後

発災後

発災後

発災後

災害廃棄物処理
輸送計画

物資供給
医療救護

避難対策
道路/交通

警備
消防

0

1

2

3

4

5

6

立場に応じた情報を表示

1 3 6 24 48 72 9992 168

政府/省庁が対応業務に

必要な情報

経過時間 業務内容

情
報
量

対策に必要な情報を表示

内容

サービス

開始時間

場所

仕事量

目標達成度

緊急通行車両の確認
災害対策基本法第７６条に基づく交通規制が行
われる場合の所管する緊急通行車両の把握を
行った。

２～３時間後

道路/交通対策

市役所 区役所

12（人・日）

開始報告から10分以内に緊急通行車両を

全て確認

対象組織 建設部

終了時間 ３～６時間後

対策期 応急対策

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 54
54

東京都東京都

神奈川県神奈川県

さいたま市さいたま市

被害予測

千葉県千葉県

警察 消防

企業 市民

・・・・・・

情報共有情報共有
DBDB

国土交通省国土交通省 内閣府内閣府

消防庁消防庁

自衛隊自衛隊

経済産業省経済産業省

・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

被害情報

埼玉県埼玉県

警察 消防

企業 市民

・・・・・・

情報共有情報共有
DBDB

東京消防庁 警視庁

NTT東日本 東京電力

病院 東京ガス

・ ・ ・

情報共有情報共有
データベースデータベース

警察 消防

企業 市民

・・・・・・

情報共有情報共有
DBDB

警察 消防

企業 市民

・・・・・・

情報共有情報共有
DBDB

千葉市千葉市

川崎市川崎市

横浜市横浜市

九九都県市都県市
情報共有プラットフォーム情報共有プラットフォーム

中央行政機関 防災情報共有プラットフォーム

被害情報

直下地震直下地震

総務省総務省

フレームワークの設計

D

P

C

A
プロトタイプ

構築

実証実験

課題解決の
ための開発

情報共有プラットフォームを活用した首都圏広域連携体制の枠組み

被害情報

被害情報

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 55
55

被災社会

災害情報のマネージメント

市町村

都道府県

政府/省庁

情報マネージメントに着目した
災害対応業務フローの検討

評価手法の
開発

•災害状況（外部環境・内部環境）の認識
•今後の状況予測
•対応方針を明確にした災害対応業務の実施

情報を取り扱う部局
（災害対策本部事務局等）

被災社会全体

収集
管理

加工

活用・報告

新潟県中越地震における
新潟県の災害対応記録の分析

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 56
56

災害対応業務記録
　所　属　名 土木部　都市局　建築住宅課　　
報告担当者職・氏名

　電話番号 内線

月　　日 時　　刻 対　　　応　　　状　　　況
10月23日 23:00 公営住宅被害状況、入居可能住戸照会（公営住宅管理市町あて）
10月23日 20:00～ 市町村へ建築物の被害状況を確認
10月23日 国土交通省建築指導課・北陸地方整備局と応急危険度判定について調

整開始
10月23日 20:00 公営住宅の被害状況の調査（電話で市町村に）
10月24日 小千谷市へ先遣隊を派遣。小千谷市・長岡市で応急危険度判定開始
10月24日 県内市町村、（社）新潟県建築士会へ応急危険度判定支援要請
10月24日 23:00 応急仮設住宅の建設地及び要望戸数の調査を開始（応急仮設住宅建設

の検討について（係長→市町村担当者））、ファクス
10月24日 13:00～ 小千谷市内の応急危険度判定先見と同時に県営住宅千谷川、天竺の外

観調査を実施した。
10月25日 10:00 被災に伴う特定優良賃貸住宅の柔軟な運用について北陸地方整備局に

協議
10月25日 十日町市で応急危険度判定開始
10月25日 21:00 山形県へ応急危険度判定広域支援要請（第１次第１報）
10月25日 17:34

連絡受理
住宅金融公庫災害復興住宅融資の受け付け開始（文書）

10月25日 23:00 被災市町村に応急仮設住宅の必要性を照会「応急仮設住宅の建設につ
いてのお願い」（課長→市町村）

10月25日 都市局長から都市再生機構に長岡ニュータウン内の仮設住宅用地候補
地選定依頼を行った。

10月25日 16:00 プレハブの在庫等について、プレ協と電話打合せ
10月25日 9:00から21:00 国交省（整備局、国総研）と合同で被災状況現地調査（長岡市、小千谷

市、川口町、山古志村）
10月26日 12:00 被災者向け　県内公営住宅一時入居の受付募集のお知らせ（県災害関

連ＨＰで随時更新）
10月26日 国交省住宅局通知「新潟県中越地震等に伴う公営住宅への入居の取扱

いについて」（震災における公営住宅一時入居取扱いの全国への協力要
請）

新潟県中越地震における各部局の災害対応業務記録
（新潟県県民生活・環境部危機管理防災課提供）

各部局の対応業務

DB化して分析

＋

•職員へのヒアリング
•関連資料
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4

2
3

2
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6 6

0

5

10

15

20

0-
15

分
15

－
30

分
30

－
60

分
1－

2時
間

2－
6時

間
6－

24
時

間
1－

2日
2－

3日
3－

7日

1週
間

-１
ヶ

月
1－

2ヶ
月

監理班

技術管理班

用地・土地利用班

道路維持班

道路建設班

河川管理班

河川整備班

砂防班

都市政策班

都市整備班

建築住宅班

下水道班

営繕班

全体

10

19
22

17 17

26 33 28 23 21
19

0

5

10

15

20

0-
15

分
15

－
30

分
30

－
60

分
1－

2時
間

2－
6時

間
6－

24
時

間
1－

2日
2－

3日
3－

7日

1週
間

-１
ヶ

月
1－

2ヶ
月

監理班

技術管理班

用地・土地利用班

道路維持班

道路建設班

河川管理班

河川整備班

砂防班

都市政策班

都市整備班

建築住宅班

下水道班

営繕班

全体

地域防災計画
業務数

業務主体
地震後

経過時間

災害対応業務記録

（個）（個）

比較/分析

地域防災計画との比較

•地域防災計画に記載されている内容を実現するための具体的な行動
•計画内容以外に対応した業務（計画外業務）の存在 International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 58

新潟県中越地震における新潟県の災害対応記録の分析

業務プロセス組織デザイン

視点１ 視点２

業務量評価

視点３

相互連関
視点５

情報
マネージメント

視点４

だれが？

どれくらい？ どんな情報が？

なにを？

組織としての防災力向上に資する教訓の抽出

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 59
59

災害関連情報（いつ、誰が集めて、管理して、潜在的な利用者は）

情報
A

土木部
道路課

業務
１-1-1 精度

業務
2-2-2 精度

業務
3-1-2

精度

土木部
道路課

土木部
道路課

総務部
広報課

業務 精度

経過
時間

情報
Ｂ

？？課

業務
１-1-1 精度

業務
2-2-2 精度

業務
3-1-2

精度

？課 ？課？？課

業務 精度

経過
時間

終的にはこの形のデータを用意したいが、現状では、災害情報の
視点から業務を適切に抽出できる人はいない。そこで、・・・

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 60

業務分析

災害
発生

経過時間

業務１ 業務２ 業務３

業務
１ｰ1

業務
１ｰ2

業務
２ｰ1

業務
２ｰ2

業務
３ｰ1

業務
３ｰ2

業務
１-1-1

業務
１-2-1

業務
１-2-2

業務
2-1-1

業務
2-2-1

業務
2-2-2

業務
3-1-1

業務
3-1-2

業務
3-2-1

1時間後 1日後 ３日後 1週間後

徐々に
精緻化

業務の
洗い出し

時間の
洗い出し 業務内容の識別

土
木
部
道
路

災害対応経験者や訓練（シミュレーション）
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情報項目との連携

業務
１-1-1

業務
１-2-1

業務
１-2-2

業務
2-1-1

業務
2-2-1

業務
2-2-2

業務
3-1-1

業務
3-1-2

業務
3-2-1

1時間後 1日後 ３日後 1週間後

情報項目
データテーブル

各業務で必要な
情報と提供者を

洗い出す

災害
発生

土
木
部
道
路
課提供者

A,B,..
提供者

C, D,E.
提供者

B,C,..
提供者

C,D,..
提供者

B,C,E
提供者

A,C,E,
提供者

B,D,F
提供者

A,B
提供者

C,E,G

情報
A,B,..

情報
C, D,E.

情報
B,C,..

情報
C,D,..

情報
B,C,E

情報
A,C,E,

情報
B,D,F

情報
A,B

情報
C,E,G

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 62
62

情報精度の設定

災害対応業務を実施する上で，その情報が 低限どの時期までに
ユーザに提供されなければならないか（提供されるようにすべきか）

精度

対象とする災害の規模や発災からの経過時間によって変化する値

•規模が大きい場合，精度は相対的に低くても利用可能
•発災後の早い時期であれば，相対的に精度が低くても利用価値あり

空間精度

時間精度

その情報が各ユーザに利用されるため，そして目的の対応をする上
で必要となる 低限の空間分解能

その情報が持っている数値が，時間精度が設定されている時点で，
どの程度の誤差を含んでいるものを許容するか

数量精度

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 63
63

終形
1時間後 1日後 ３日後 1週間後

土
木
部
道
路
課

情報
A

土木部
道路課

業務
１-1-1 精度

業務
2-2-2 精度

業務
3-1-2

精度

土木部
道路課

土木部
道路課

総務部
広報課

業務 精度

業務
１-1-1

業務
１-2-1

業務
１-2-2

業務
2-1-1

業務
2-2-1

業務
2-2-2

業務
3-1-1

業務
3-1-2

業務
3-2-1

情報
A,B,..

情報
C, D,E.

情報
B,C,..

情報
C,D,..

情報
B,C,E

情報
A,C,E,

情報
B,D,F

情報
A,B

情報
C,E,G

精度 精度 精度 精度 精度 精度 精度 精度 精度

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 64

道路被害

避難

時間経過するごとに情報を
必要とする業務数を把握

12時間後

避難所の
被害状況把握

被害把握

通行規制

迂回路設定

支援物資輸送

孤立集落状況把握
　　16
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教育庁
文化行政課
義務教育課
高等教育課
財務課
生涯学習推進課
総務課
福利課
保健体育課

保健福祉部 健康対策課

県民生活環境部
廃棄物対策課

企業局 総務課 企業誘致課

保健福祉部 健康対策課

県民生活環境部
廃棄物対策課

県民生活環境部
廃棄物対策課

総合政策部 情報収集班

保健福祉部
健康対策課

県民生活環境部 消防課

保健福祉部
健康対策課

県民生活環境部 男女平等推進課

保健福祉部 健康対策課

農林水産部 水産課

総合政策部 調整課

教育庁 財務課

1日 3日 1週間 1ヶ月 3ヶ月

避難所の
被害状況把握

炊き出し支援

仮設トイレ設置

孤立集落の
避難民救助

食糧支援

生活必需品
の必要量集計

廃棄物処理

避難所
メディア整備

ゴミ収集車
要請

避難所施設
実態調査

健康診断 医薬品配布

被災養殖業者調査

避難所における
女性のニーズ調査

避難所解消
プロジェクト

災害査定会

LPガスボンベの配布

避難所の衛生管理

避難に関する
全ての部署の
業務フロー図

避難
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人事委員会事務局 土木部
文化行政課 義務教育課 高等教育課 財務課 生涯学習推進課 総務課 福利課 保健体育課 廃棄物対策課事務局総務課 都市政策課

○
A
b
○ ○ ○
A A A
b b ｂ
○
A
b
○
A
b
○
A
b

○
A
ｂ

○
A
b
○
A
b

各市町村 国

生涯学習推進課

文化行政課

教育庁

福利課

保健体育課

総務課

高等教育課

財務課

義務教育課

教育庁

文化行政課

義務教育課

高等教育課

財務課

生涯学習
推進課

福利課

保健体育課

総務課

重要度
a 生命に関わる
b 生活関わる、広域に影響する

c その他

緊急度
A ～３日
B ～1週間
C ～1ヶ月

教育庁
国

教
育
庁

文化
行政課

義務
教育課

高等
教育課 財務課

生活学習
推進課 総務課

高等
教育課福利課

各市
町村総務課 廃棄物

対策課

人事
委員会

都市
政策課

情報を必要とする・
利用する部署

情
報
を
報
告
・
提
供
す
る
部
署

情報連関表
避難

分析５：相互連関
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教育庁 人事委員会事務局 農林水産部
保健体育課 事務局総務課 調整課 市町村合併支援課 国際交流課 交通政策課 管財課 広報広聴課 監理課 建築住宅課 道路管理課 道路建設課 林政課 福祉保健課 生活衛生課

○

B

b

○
A

b

○ ○ ○ ○ ○ ○
C A B A A A

ｂ b b b b b

○ ○ ○ ○
A A A A

b b b b

○
A

b

○ ○ ○
A A A

b b b

○
A

b

○
A

b

○
A

b

○ ○ ○
A A A

b b b

○
A

b

○
A

b

○
A

b

CC自動車 DDバス協会
北陸地方
整備局

道路公団 AA交通 BB汽船災害対策本部 各市町村 国 各地域機関

CC自動車

DDバス協会

BB汽船

道路公団

AA交通

北陸地方整備局

国

各地域機関

各市町村

災害対策本部

保健衛生部
福祉保健課

生活衛生課

道路建設課

農林水産部 林政課

建築住宅課

道路監理課
土木部

監理課

広報広聴課

交通政策課

国際交流課

市町村合併支援課

総合政策部

調整課

総務部
管財課

土木部 保健衛生部

教育庁 保健体育課

人事委員会事務局 事務局総務課

総務部総合政策部

道路建設課

c その他

C ～1month

重要度
a 生命に関わる
b 生活、広域

～３day
緊急度

A
B ～1week

情報連関表
道路被害

土木部
道路管理課

各地域機関

北陸地方整備局

国

各市町村

道路公団

A交通

B汽船

C自動車

Dバス協会

土木部
道路管理課

情報を管理
する課が存在

各市
町村

災害
対策本部 国

情報入手

情報提供

情報を必要とする・受け取る部署

情
報
を
報
告

提
供
す
る
部
署

情報管理
情報加工

関連する外部組織の認識

情報マネージメ
ントを身につけ
ることが必要
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Ⅱ 20 道路被害情報 道路名 建設局 道路災害応急対応 交通規制 建設局 道路災害応急対道路啓開路線検

区間 建設局 道路災害応急対応 交通規制 建設局 道路災害応急対道路啓開路線検

速度制限 水道局 応急給水 応急復旧計画の策定 産業振興局 食糧・物資供給 食糧・物資供給

被害状況、通行止めの理由 建設局 道路災害応急対応 道路啓開路線検討 建設局 道路災害応急対応急補修工事

通行可能状況 車 通行可能車種 水道局 応急給水 応急復旧計画の策定 産業振興局 食糧・物資供給 食糧・物資供給

車高、車幅、重量、最小回転半径 水道局 応急給水 応急復旧計画の策定 産業振興局 食糧・物資供給 食糧・物資供給

歩行者 水道局 応急給水 応急復旧計画の策定 産業振興局 食糧・物資供給 食糧・物資供給

渋滞状況 水道局 応急給水 応急復旧計画の策定 産業振興局 食糧・物資供給 食糧・物資供給

情報項目
テーブル

Ⅱ 1 地震情報 地震源 位置 緯度 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

経度 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

深さ 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

規模 マグニチュード 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

地震動 計測震度 計測位置 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

計測地点名 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

震度分布 危機管理室 災害情報パトロール隊活動 第４号様式による報告

Ⅱ 1 人的被害 人的被害 死者数 死亡理由 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 死者の発生数・被害状況の確認 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

性別 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 死者の発生数・被害状況の確認 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

年齢 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 死者の発生数・被害状況の確認 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

重傷者数 保健福祉局 救護活動 被災状況の情報収集 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

軽傷者数 保健福祉局 救護活動 被災状況の情報収集 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

行方不明者数 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

身動き取れない人の数 原因 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

身動き取れない人の場所 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

Ⅱ 1 物的被害 建築物被害情報 全壊棟数 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

半壊棟数 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

一部損壊 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

身動き取れない人の場所 保健福祉局 遺体の捜索・火葬 遺体の捜索 保健福祉局 ボランティア活動被害状況の把握

火災情報 場所 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

時間 発生 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

鎮火 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

被害棟数 全焼 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

半焼 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

救急情報 場所 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

要救出活動場所 保健福祉局 救護活動 第４号様式による報告 消防局 消防計画 消防活動

Ⅱ 29 市庁舎被害状況 施設名と場所 活動可能状況 電気 自家発電継続可能時間 危機管理室 災害対策本部設置 庁舎内被害確認・緊急措置 危機管理室 災害対策本部設初動対応調整所

水 備蓄量 危機管理室 災害対策本部設置 庁舎内被害確認・緊急措置 危機管理室 災害対策本部設初動対応調整所

通信 無線 危機管理室 災害対策本部設置 庁舎内被害確認・緊急措置 危機管理室 災害対策本部設初動対応調整所

電話 危機管理室 災害対策本部設置 庁舎内被害確認・緊急措置 危機管理室 災害対策本部設初動対応調整所

インターネット 危機管理室 災害対策本部設置 庁舎内被害確認・緊急措置 危機管理室 災害対策本部設初動対応調整所

ユーザ2 小目的情報項目(神戸市情報収集マニュアル） 目的情報項目 ユーザ1 目的 小目的

２．ひとつの情報が、様々な対策を実施する上で必要とされていることがわかる。この例は道路被害情報（通行可能状況）。
以下のような各種の対策に利用されている。（Ex. 応急給水、食糧物資供給、ライフライン（電力・ガス・水道・通信）復旧、避
難誘導、消防活動、救護活動、救助・救急活動、廃棄物処分計画…）

１．ひとつの対策を行う上で必要な情報（時間・
場所・量の精度付で）が整理される。この例は
「遺体の捜索・火葬」。「人的被害」「建築物被害
情報」が必要であることが分かる。

情報項目 ユーザ ユーザ目的 小目的 目的 小目的

成果：抽出した情報に、それを用いるユーザと目的を設定
（参考資料：神戸市防災マニュアル）
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情報収集・集約のイメージ

従来型

災害情報DB普及後
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プラットフォームによる各種情報の統合

医療機関情報

停電情報

渋滞情報

By Dr. I. Noda International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 72

5時27分19秒

5時30分19秒

5時32分19秒
5時32分35秒

高速道路

国道

主要地方道

県道

その他道路

走行車の軌跡

全面通行止

10/23 18～24時

10/24 0 ～ 6時

10/24 6 ～12時

10/24 12～18時

10/24 18～24時

高速道路

国道

主要地方道

県道

その他道路

高速道路

国道

主要地方道

県道

その他道路

走行車の軌跡

全面通行止全面通行止

10/23 18～24時

10/24 0 ～ 6時

10/24 6 ～12時

10/24 12～18時

10/24 18～24時

プローブカー情報の減災利用
２００４年１０月新潟県中越地震

図（この部分を拡大）

Ｕターンする車両

By Dr. Y. Hada　　18
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災害状況下における
適人材運用法に関して

International Center for Urban Safety Engineering, IIS, The University of Tokyo 74

職員自身の被災
交通事情の悪化

その上その上

参集の遅れ

人手不足人手不足

大災害時に対応可能な人材運用計画なし

救援物資

給付

業
務

量

地震発生からの時間

避難所

仮設

通常業務

遺体安置

救援物資

給付

業
務

量

地震発生からの時間

避難所

仮設

通常業務

遺体安置 不眠不休 の活動不眠不休 の活動

効果的対応を必要とする環境整備の必要性

・職員の労働負担激増

・災害対応サービスの質の低下と長期化

（ 情報 , 人材 ）を有効 活用できず

個人としての活動 美談

組織としての活動 限られた資源

（ 情報 , 人材 ）を有効 活用できず

個人としての活動 美談

組織としての活動 限られた資源限られた資源

大災害時に対応可能な人材運用計画なし大災害時に対応可能な人材運用計画なし

阪神・淡路大震災において、阪神・淡路大震災における実態(膨大かつ多様な業務が自治体を襲う）
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４．「効率適な状態」の表現

被害者の受ける直接の
サービスとは？

下位のタンク
において

処理された業務

下位のタンクの
累積業務処理率

にて表現

r

Ｔ
０

１００

t
Ｓ

地震発生からの時間

t 被災者がサービスを
受けられない時間

効率的

累
積

業
務

処
理

率

（％）

（直列）

（並列）（並列）

a
b
c

a b

c ∫=
100

0
tdrS が小さいほど
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６．実際の事例
への適用

（例）救援物資配布

（ ）内の値：各業務の困難さ
○内の数字：用いた能率カーブの番号

救援物資配布業務の階層化図

倉庫へ配送

仕分け

在庫把握 避難所のニーズ把握

避難所へ配送

被災者へ配布

③

①

③ ②

②

②

（1.0）

（2.0）

（0.3）

（5.0）

（3.0）

能率カーブ①：主に筋力を必要とする作業
能率カーブ②：全力を集中させて行う精神作業
能率カーブ③：比較的軽い作業

業務継続時間（ｈ）

業
務
処
理
能
率

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

0 4 8 12 16 20 24

能率カーブ①

能率カーブ②

能率カーブ③

能率カーブ①：主に筋力を必要とする作業
能率カーブ②：全力を集中させて行う精神作業
能率カーブ③：比較的軽い作業

業務継続時間（ｈ）

業
務
処
理
能
率

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

0 4 8 12 16 20 24

能率カーブ①

能率カーブ②

能率カーブ③

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

0 4 8 12 16 20 24

能率カーブ①

能率カーブ②

能率カーブ③
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0
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0 10 20 30

地震発生からの時間（ｈ）

累
積
業
務
処
理
率

（％）

救援物資配布業務への適用結果

阪神・淡路大震災の事例に近い場合の条件

人材配置法 人材投入数の修正なし

休憩法 初日24時間労働，二日目18時間労働，三日目～五日目16時間
労働，六日目以降は，疲労度に応じて，８→12→12→16時間労
働を4日毎。

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0 5 10 15 20 25 30

効率的な人材運用方法
を用いた場合

阪神・淡路大震災の
事例に近い場合

（被災地内のA市）

職員の参集率はA市の事例に従い，発災当日に40％，二日目52％，三日目60％，
四日目70％，五日目７５％，六日目８０％，七日目90％，二週間後で95％とした．

(day)

(hour)

検証
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いくつかのポイント

• いつ有効なのか？

• 直後か、時間が経った後か

• 直後も有効だが、それ以上にもう少し後に

• 誰にとって有効か？

• 被災地の対応者か、他の誰かか？

• 被災地の対応者にも有効だが、それ以上に
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日本の防災技術やシステム
の海外展開

１）100ドル耐震補強（技術と普及法）

２）多目的ブイと宗教施設を利用した
津波災害軽減システム

３）防災計画・対策の評価法
（バングラデシュを対象として）
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Muzaffarabad housing, Pakistan
カシミール地震の被害

Kashmir, 2005
Photo by K. Meguro, University of Tokyo　　20




